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Abstract : Since the Great East Japan Earthquake on March 11, 2011, we have gathered a great number of

research materials on disaster-related support efforts that were organized around the world in the past from

many foreign researchers who specialize in the area of support for victims who have lost their family

member(s). This paper introduces one of these materials, the research report titled“Help the Hospices

Tsunami Project”, which was written by Dr. Colin Murray Parkes about his support efforts for the Sumatra-

Andaman earthquake. It concisely describes the objectives and methods which Dr. Parkes himself used in

areas stricken by the earthquake, as well as his research results, and recommendations for the local

communities in the affected area. With his recommendations as the guidelines for our activities, in the

summer of 2011, we established the JDGS (Japan Disaster Grief Support) project with the aim of supporting

people who lost loved ones in the 2011 earthquake. In this paper we also discuss the efforts made by the

JDGS Project in making use of the knowledge and information gained from this report.

Key Words : the Great East Japan Earthquake, Sumatra-Andaman earthquake, JDGS (Japan Disaster Grief

Support) project, Supporting for the bereaved

抄録：2011年 3月 11日の東日本大震災後，遺族支援を専門とする多くの海外研究者から，これまで
世界各国で起こった災害支援に関する研究資料が寄せられた。本稿では，その資料の中で Colin

Murray Parkes 博士らが，スマトラ沖地震の支援の際にまとめた「Help the Hospices Tsunami Project」
というプロジェクトの調査報告書の内容を紹介する。この報告書は，Parkes 博士自身がスマトラ沖地
震の被災地に赴き，調査を行った目的と方法，調査結果，そしてそれに基づく現地への提言項目が，
非常に簡潔にまとめられている。筆者らは，この報告書の提言項目を活動指針として，2011年夏，
震災で大切な人を亡くされた方を支援するための JDGS（Japan Disaster Grief Support）プロジェクト
を立ち上げた。Parkes 博士の報告書をもとに現在も継続している JDGS プロジェクトの活動の取り
組みについても報告する。

キーワード：東日本大震災，スマトラ沖地震，JDGS（Japan Disaster Grief Support）プロジェクト，
遺族支援
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Ⅰ．は じ め に

2011年 3月 11日午後 2時 46分，三陸沖を震源に
国内観測史上最大の M 9.0の地震が発生した。家屋の
倒壊や火災の発生に加え，東北・関東地方の沿岸部を
襲った津波は，それまで平穏に暮らしていた人たちに
未曾有の被害をもたらした。現地で被災した人たちに
とって，まぎれもなくこの災害は非常に大きな外傷体
験となった。
この東日本大震災の被害は，直後から世界各国に報
道されたが，それを受けて，多くの海外研究者から，
日本国内で喪失や悲嘆の研究・臨床に従事する筆者ら
のもとに，これまで世界各国で起こった災害支援に関
する研究資料が寄せられた。
その資料の 1つに，Colin Murray Parkes 博士らが，

英国政府の正式な委託をうけ，スマトラ沖地震の支援
のために「Help the Hospices Tsunami Project」という
プロジェクトを立ち上げ，現地に赴いた際の調査報告
書があった。精神科医である Parkes 博士は，英国の
行政機関からビリーブメントケア（死別後の遺族のケ
ア注1））の信頼できる団体として公認されている団体
「Cruse bereavement Care」の代表であり，緩和ケア領
域では悲嘆のケアの世界的な第一人者でもある。ま
た，世界各国で起こった数々の災害においても，豊富
な遺族支援の経験をもつ1）。Parkes 博士からは，東日
本大震災後，この報告書をはじめ，災害時の被災者支
援に関する膨大な資料を提供してもらったが，それが
われわれ研究グループのその後の活動指針の 1つとな
った。
われわれは，この報告書の翻訳をきっかけに，スマ
トラ地震の教訓をはじめ，海外研究者らが提供してく
れた貴重な資料を，何らかの形で今回の震災支援に生
かすことができないかと考えた。そして震災のあった
年の夏，日本国内で遺族支援を実践・研究してきた者
が集まり，JDGS（Japan Disaster Grief Support）プロ
ジェクトを立ち上げた。

Parkes 博士の報告書にも書かれているように，災害
時のトラウマや死別の援助は，その国の文化に合わせ
た支援を行う必要があり，これまでの他地域での災害
支援の知見を簡単に当てはめることはできない。しか
し，スマトラ沖地震に関していえば，今回の東日本大
震災と類似する点も多い。例えば，津波による被害が

甚大であったこと，被災地域は都会から離れた沿岸部
で広域にわたること，非常に多くの人が大切な家族，
家，仕事，コミュニティーなど何重もの喪失をかかえ
たこと，その地域の生活を支えていた漁業・水産加工
業が壊滅的な被害をうけたこと，もともと心理・社会
的支援を提供できる社会資源が乏しい地域であるこ
と，などである。
本稿では，Parkes 博士の報告書「Help the Hospices

Tsunami Project -Consultant’s Report and Recommenda-

tions」の翻訳を紹介するとともに，その後，その報告
書の提言を参考に，継続して行っているわれわれプロ
ジェクトの取り組みについて報告する。

Ⅱ．Parkes 博士の報告書の概要

以下の資料は，スマトラ地震後の 2005 年 3 月に
Parkes 博士らが被災現地で行った調査をもとに，2005

年 4月に書かれた報告書「Help the Hospices Tsunami

Project -Consultant’s Report and Recommendations」を，
瀬藤が翻訳し，石井と清水がそれに修正を加えたもの
である。

1．スマトラ沖地震の概要

2004年 12月 26日，スマトラの島の北端沖で発生
したマグニチュード 9の地震により，津波は，3000

マイルも離れた海岸にも押し寄せた（図 1）。余震が
その地域では続き，3月 27日にはさらに大きな地震
が同じ地域で発生したが，津波は起こらなかった。

2005年 3月 4日の時点で，283,100人が亡くなり，
14,100人が行方不明，南アジアや東アフリカの 10の
国々の 1,126,900人が住む家を失った。ユニセフによ
ると，死者総数のうち子どもは 1/3 以上になる。ま
た，多くの地区で男性よりも女性が多く亡くなってい
ると，報告されている。被害の状況は表 1の通りであ
り，その他，モルジブ，マレーシア，ソマリア，ミヤ
ンマーなどでも，多くの被害をもたらした。

2．Help the Hospices Tsunami Project の目的と方法

筆者（Parkes 博士）らが現地に赴くまでのスマトラ
地震におけるメンタルへルスの報道は，以下のような
ものがあった。
・津波で被災したほとんどの人が，なんらかの形で心
理社会的な心的外傷に苦しむだろう（WHO Regional

───────────────────────────────────────────
注１）ビリーブメントケアは，「死別後の遺族のケア」という意味であるが，日本では「グリーフケア」という用語で知られて

いる。ここでは海外で一般的に使用されているビリーブメントケアという用語を，そのまま使用した。
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Health Adviser インドネシア）
・被災者のうち 50％かそれより多くの人たちが，臨
床的に重い苦悩と精神病理に苦しむかもしれない。
（アメリカ国立 PTSD センター）
・およそ 100万の人が被災したと考えられるが，その
うち 50万人が心理社会的支援を必要とし，10万人
以上が，トラウマ関連のストレス障害のため，熟練
者によるメンタルヘルスの介入が必要である。
（WHO Recommendations for Mental Health in Aceh

2005. 1. 27.）
そこで，このプロジェクトでは，死別後の遺族のケ
アの視点から，以下の 3つの目的を掲げた。
1．今回の津波によって死別した人たちのニーズをア
セスメントする

2．現存のサービスで，その人たちのニーズがどの程
度満たされているかをアセスメントする

3．死別した人たちの更なる苦しみを軽減するための
活動に関して提言をする
これらの目的を達成するための現地での取り組みと
して，現存するサービスの情報を可能な限りインター
ネットで収集した。そして，援助活動に従事している
さまざまな組織の幹部の人たちに非常に多くのメール
を送り，大半から返事を得た。また，実際に被災地域
を訪問し，被災地で活動を組織している医師や精神科
医，心理士，ソーシャルワーカー，NGO スタッフ，
地域の中心的指導者，そして実際に津波で死別した人
たちの意見を聞いた。

3．研究の限界

この災害では，甚大な災害の規模，幅広い地域で正
確な情報を入手することの困難さ，被災地域で続いて
いる余震やその他の危険性，プロジェクトで入手可能
なリソースがかなり少ないことを考えると，状況を包
括的にとらえたり，継続して起こりうる多くのこれか
らの問題に対し，解決策を提示することは難しい。
最も援助が必要であった地域は，インドネシアのス
マトラ島の北端であったが，ここは諸外国から多くの
支援を受けていた。調査に協力してくれたある人は，
スマトラの状況について，「何百もの NGO が入って
いるが，全く混乱した状態である。各々が「トラウマ
の専門家である」と主張しているが，それらの団体同
士でまとまったり協力したりすることもない。」と述
べた。
スマトラにはもともと，緩和ケアやビリーブメント

図 1 スマトラ沖地震の被害地域（濃色が被害国）
（http : //en.wikipedia.org/wiki/File : 2004_Indian_Ocean_earthquake_−_affected_countries.png より抜粋）

表 1 スマトラ沖地震の各国の被害
（2005年 3月 4日時点）

いずれも（人）

死亡者数 行方不明者数 家屋の喪失

インドネシア 126,602 93,638 514,150

スリランカ 31,229 4,100 500,00

インド 10,749 5,640 112,558

タイ

5,395
1,953人の外国人，
1,925人のタイ人，
1,517 人の身元不
明者

2,952

（Parkes 博士の報告書の数値を図表化）
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ケアがなく，それの必要性の認識もない状況の下であ
ったので，公的な協力がなかなか得られないのが現状
であった。インドネシア政府は，外国からの支援に懐
疑的注2）であり，津波から 3ヵ月後の 3 月 26 日には，
長期的な復興以外の全ての諸外国の支援に対し，撤退
するように言い渡していた。この期限は 1ヶ月延長さ
れたが，インドネシアで被災者への効果的な介入をす
る機会は減少した。
スリランカでは，UK/Sri Lankan Project が既に多く
の活動をしており，すでに現地入りしていた Bill Yule

教授が，日々の活動を記した日記を筆者らに提供して
くれた。その日記は筆者らが直接島々に出向いて入手
できる情報に近いものだったので，スリランカのアセ
スメントは Yule 教授からの情報に基づくことに決定
した。
インドでは，インドネシアと比較して，緩和ケアの
考え方が進んでおり，われわれはその地での専門家た
ちの十分な協力と支援を受けることができた。インド
ネシアやスリランカと同様に，海岸沿いの平地にある
村の漁民の女性や子どもの死亡率が高かった。しかし
インドネシアと違って，その地域では比較的十分な医
療サービスが提供されていた。そのため，この地域が
被災地全体のなかで典型的な地域とは言い難かった。
どんな研究を行う時にも重要なことは，1 つの国

（文化）から来た専門家たちが，別の国（文化）の人
たちのニーズをアセスメントすることは難しく，文化
の違いを考慮せず，1つの文化で得られた研究成果を
他の文化でも適用できると考えることは危険である。
別の文化から来た者が何も提供できないという訳では
ないが，その地域の人々と積極的に協力しあって，自
分たちが提供できるものは何であり，その地域の人々
のニーズにどれほど意味があるかを考えることは重要
である。現存する資源はその文化に適切であり，その
地域の人々のニーズになじむように調整されるべきで
あることが，WHO の勧告の基になっている。心理社
会的支援の提供において，重要な目的は，被災地の人
たちを直接的にケアするよりも，そのコミュニティの
組織やリーダーの力を高めることである（WHO,

Recommendations for Mental Health in Aceh）2）。われわ
れもこの勧告に賛成する。

4．研究結果

1）メンタルへルスの広範囲なダメージが起こるとい
う当初の予測は覆された

Christian Medical College の精神科教授である
Prathap Tharayan 博士は，次のように書いている。
私自身も，津波の 2週間後に Nagapattinam（インド

において一番死亡者が多かった地域）を訪ねた。その
時は，ほとんど全ての人に急性のストレス症状が見ら
れ，愛する人を失った多くの人たちは急性の悲嘆の状
態にいた。多くの生存者が，非常に用心深くなってお
り，夜になると津波の音（スピードボートのような高
いピッチ音）を伴った津波のイメージが繰り返し現
れ，眠れなくなっていた（津波のあった地域では，他
にも多くの場所で同様の報告があった）。救助や埋葬
の際に遺体を扱った多くの救急隊員にフラッシュバッ
クが見られた。私たちは，死別のカウンセリングの中
に，ボランティアのためのトレーニングと，サイコロ
ジカル・ファーストエイド（PFA＝Psychological First

Aid：災害急性期の心理的支援）注3）を提供した。
津波の 2ヶ月半後の別のチームの報告によると，急
性のストレス反応は落ち着き，彼らの多くは正常な悲
嘆反応を示しおり，最初の訪問時より症状は減少して
いた。子どもたちは学校に戻り，何か描くときは津波
の絵を描くけれど，その時も恐れで圧倒されるような
ことはなかった。
タイの津波の被害が最も大きかった村の 1つである

Baan Nam Khem の小学校の校長によると，そこの小
学校の生徒たちは次第に元気になっているという。
“子どもたちの回復は早いが，多くの子どもたちは，
まだ，起こったことについては話したがりません。特
に年長の子どもは対処することが難しく，小さな子ど
もは全てを十分に理解することが難しいようです。
（BBC ニュース，2005. 3. 29.）”
当初の予測と，現状との相違を説明するためには，

いくつかの要因が考えられる。1つは，津波地域は命
の危険性の高い職業である漁業社会であり，人々は子
どもが死ぬことも予測して，拡大家族を作る。現地で
は，拡大家族のネットワークとコミュニティが大き
く，西洋文化に比べ，ソーシャルサポートが得られや
すい。ただし，必要性が出た時にトラウマカウンセリ
ングなどの高度な精神医療サービスが少ないという憂
慮する点もある。

───────────────────────────────────────────
注２）諸外国からの支配を恐れたためと報じられている。
注３）サイコロジカル・ファーストエイドは，東日本大震災においても，汎用性の高い支援ツールとして用いられた。
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ただし，Tami Nadu（被害の大きかった地域）で
は，精神医学的な問題は続いていた。その主な要因は
家屋の喪失，生き甲斐であった職業の喪失，死別が要
因と思われた。特に避難所に暮らす「男性」のなかに
精神疾患が顕著に見られた。彼らはそれまで漁業で自
らがお金を稼ぐ勇敢さによって，自尊心を保ち，人生
の目的があったが，津波の後，援助を受ける立場にお
かれ，自分自身の未来をコントロールすることができ
なくなっていた。そのことは，二次的には妻，特にそ
の中でも既に重い悲嘆に苦しんでいる妻たちに影響を
与えた。西洋社会では，女性は男性に比べより感情が
揺れやすく，人に助けを求める傾向がある。これは，
一見，女性のほうが男性よりも苦悩が大きく，心理的
援助のニーズが高いように見られがちだが，ここで
は，よりリスクの高い男性がいるという事実があっ
た。
子どもたちは回復力がある一方，親や教師，友達の
問題には大変敏感である。ほとんどの子どもは同じ先
生や友人のいる学校に戻り，コミュニティや周囲の大
人のケアやサポートがあり，「大部分の」子どもたち
はうまくやっているという印象を受ける。しかし，外
傷的な喪失に苦しんだ子どもたちは，必ずしも自分た
ちの感情を見せず，いくつかの場所では，子どもたち
のニーズが無視されている場所もあるという報告を受
けた。Tami Nadu 地区の大人たちは，子どもたちの悲
しみについて認識していたし，表現することで対処す
る方法も知っていたが，多くの男の子は（全ての男性
がそうであるように）自分の気持ちをしまっておくよ
うに勧められており，学校の先生は，死別後の子ども
たちをどう援助すれば良いのか，そのような子どもた
ちのためにどのようなサービスがあるのかについて，
ガイダンスを受ける機会はなかった。
2）外傷的死別への注意とそのための支援者のトレー
ニングが必要である

WHO や他の権威ある団体が推奨しているように，
スマトラ地震においても，心理的ケアの主な焦点は，
トラウマのカウンセリングとセラピーにおかれてき
た。しかし，優れた研究のいくつかには，「外傷的な
死別を経験した人たちのニーズに対し，特に注意を向
ける必要性」が述べられている。愛する人を失った全
ての人たちが，家族や友人などの自分自身のネットワ
ーク以外のところから支援を受ける必要がある，ある
いはそれが有益である，というわけではないが，特に
リスクの高い人，例えば予期しない外傷的な死別で苦
しんでいる人の場合，適切な介入を受けることには効

果がある，ということを強調したい。いくつかの科学
的見地に基づいた研究において，死別体験者への最も
効果的なセラピーとは，情緒的，認知的，文化的な問
題に注意を払いながら，個人的な故人との（内的）関
係性を具体化することである，と述べられている。
われわれの知る限りでは，津波によって影響を受け
たどの地域においても，死別に関する何らかの正式な
サービス（それに焦点をあてた援助や治療）は存在し
なかった。また，私たちが話したインドの専門家の何
人かは，愛する人を亡くした人に対する家族や社会一
般の理解がまだ良い状態で残されており，広く人生の
栄枯盛衰が受け入れられているインド社会の中で，そ
のようなサービスが死別体験者に対して本当に必要な
のか，と尋ねられた。しかしながら，実際には，いく
つかのインドの緩和ケアサービスの中に，ビリーブメ
ントケアも含まれおり，Christian Medical College を
母体としたチームが，ケアの一環として津波の被災地
域で「ビリーブメントカウンセリング（死別の悲嘆の
カウンセリング）」をボランティア・トレーニングの
1つとして，既に取り入れていた。

5．提言

われわれが委託されたことは，津波によって愛する
人を失った人たちへのサービスの改善のために提言を
まとめることである。このことはわれわれの第一の目
的ではあったが，その一方で，死別は，津波に遭遇し
た人々が直面している主な喪失やトラウマの中の 1つ
であり，他にも大きな問題が数々ある，という認識を
同時にもっている。死別を経験した人に提供されるサ
ービスは，他の喪失に苦しむ人たちに提供されるサー
ビスと分離されてはいけないし，「その逆もまた同様」
である。ただ，死別とそれによって直面する問題を理
解するということは，他の生活上の困難さやトラウマ
を考える上でもとても参考になると，私たちは信じて
いる。
提供されるケアのモデルはどのような形であって

も，被災者の文化や環境に配慮して提供されるべきで
ある。また，いくつかの目的をもって，死別を経験し
た人だけに対して特別な支援が被災地で提供されるこ
とは有用である。精神科医，心理士，ソーシャルワー
カー，カウンセラー，被災地区で活動するボランティ
アに対し，トラウマや死別，心理・社会的な生活上の
大きな変化，抑うつや他の問題などに苦しむ人たちを
援助するためのトレーニングが必要である。この中に
は，被災した子どもたちが悲しみや苦痛をどのように
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表現するのかを認識し，子どもたちへの適切な援助の
ためのトレーニングが含まれるべきである。そのた
め，死別に関するトレーニングは，他の分野のトレー
ニングの一部であっても，他のトレーニングで置き換
えることはできない。
今回，スマトラ地震の津波によって，大切な人を亡
くした人たちに提供されるケアの質を高めるために，
役立つであろうと考えた提言項目は，以下の通りであ
る。これらの提言は，今回のことに限らず，被災した
国のビリーブメント・サービスの発展にもつながるか
もしれない。
提言 1）ワークショップ開催のための資金調達
津波の被災地域において，1週間程度のワークショ

ップを開催できるよう，資金を調達することを提言す
る。このワークショップの参加者は，組織の中堅的役
割であり，さらに心理・社会的ケアのトレーニングを
提供する立場にいるものが良いであろう。ワークショ
ップの開催は，被災地域で支援サービスの責任をもつ
組織の要請によって行われるべきであり，少なくとも
ワークショップリーダーの 50％は，被災地域から参
加することが望ましい。ワークショップの費用はその
時々に応じて変わるが，研修費用のほか，開催者や講
師の旅費，費用をまかなえない参加者のための助成な
どが必要である。
提言 2）奨学金制度の活用
地域の最前線で活動し，トレーニングやスーパーヴ
ィジョンをしている中堅の専門家が，イギリスのロン
ドンで開催される the 7th International Conference on

Grief and Bereavement in Contemporary Society注4）に参加
できるように，限られた数ではあったが，奨学金（助
成金）を創設するように提言する。そこで開催される
セミナーやワークショップを通して，世界各国の人た
ちと，自身の経験や知識，調査などの報告を分かち合
う今までにない機会となる。いくつかのセッションで
は，津波の被災者のニーズに焦点があてられる予定で
ある。
提言 3）1日ワークショップの開催
提言項目の 2）の助成が受けられるどうかにかかわ
らず，2）の学会の前に，津波により死別した人たち
のために活動する（いかなる領域も含めた）専門家や
ボランティアのために，Help the Hospices という 1日
ワークショップの開催を行うことを提言する。

提言 4）資料の翻訳
筆者たちは，スリランカですでに活動をしている人
たちに役立つ資料を翻訳し，それを普及させるため
に，多くの資金を投じた。今後も他の津波の被災国に
役立つ同様の資料を展開するつもりである。
提言 5）参照できる Web サイトの設立

Amanda Aitken は，津波被災者のために活動する人
たちが利用できる Web サイトをまとめている。この
仕事は Aitken 氏が全てを負担して行ったものである
が，本来はその費用が何らかの形で支払われるほうが
良い。そうすることで，彼女が今のコンピュータシス
テム等に関する諸々のことをアップグレードできると
思われる。
提言 6）リーフレットの作成と HP へのアップ
著者は， ‘For People Affected by the Tsunami and

similar Traumatic Losses’（津波および同様の外傷的な
喪失体験をした人たちへ）というリーフレットを作成
した。それは津波の起こった地域から，英語圏の国に
戻る人たちのためのもので，それを Cruse Bereavement

Care の Web サイト3）にアップした。現在，インドの
専門家たちが，津波の被災地でそれを使うことを検討
している。もし現地での活用に向けた修正版が適当と
いう評価が得られれば，それを被災地の住民の言語に
翻訳し，できればその地域のリーフレットとして出さ
れるように基金を得ることが，有益であろうと思われ
る。
提言 7）組織的な調査研究
被災地域の人々のニーズを継続的にアセスメント

し，必要なサービスを提供するために，組織的な調査
が必要である。そうすることにより，今回の教訓を生
かして今後発生する災害に備えて援助計画を立てるこ
とができる。そのような調査の費用も，責任ある団体
からの助成が受けられることが望ましい。

Ⅲ．JDGS プロジェクトの取り組み

以上が Parkes 博士から送られてきた報告書の概要
であるが，博士自身が西洋文化から赴いた専門家とし
て，自分の立ち位置と役割を把握し，現地の専門家や
支援者と密接に連絡をとり，被災地の現状から冷静に
今できうる有益な提言項目を抽出していることがわか
る。
われわれが震災後に立ち上げた Japan Disaster Grief

───────────────────────────────────────────
注４）悲嘆と死別に関する国際的な学会
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Support Project（JDGS プロジェクト）では，この報
告書の提言を参考に，平成 23年夏から計画的に以下
のような震災遺族への支援に取り組んだ。

1．助成金の獲得

われわれのプロジェクトではまず年次ごとに計画を
たて，初年度の 23年度は助成金の獲得を重点課題と
し，複数の助成金申請を行った（表 2）。その結果，
平成 24年度からは，日本学術振興会科学研究費補助
金 B（主任研究者：黒川雅代子，3年間）を取得する
ことができ，被災地での実際の支援および研修会実施
の基本的資金を得ることができた。この研究資金をも
とに，現在も「遺児のプログラム」「複雑性悲嘆のプ
ログラム」「支援者支援のプログラム」の 3本の柱を
たて，研修会の開催や，実際の支援と連動したプログ
ラムの開発を進めている。

2．海外資料の翻訳

多くの海外研究者は，資料を翻訳し，震災支援に還
元することに対し，非常に好意的に承諾してくれた。
そこでわれわれは，海外から送られてきた資料の翻訳
を分担し，数種類の日本語のリーフレットを作成し
た。これらのリーフレットや翻訳の概要は，ウェブサ

イトに掲載したり，必要に応じて関係機関や現地支援
者に送付した。

3．2つのウェブサイトの開設

平成 23年夏から，被災地から離れた遠方からも支
援が可能なツールとしてウェブサイト開設の準備を始
め，甲南女子大学文化社会学科の佐伯勇研究室の協力
のもと，その年の 12月，「震災で大切な人を亡くされ
た方を支援するためのウェブサイト（http : //jdgs.jp/）」
を開設した（図 2）。このウェブサイトには，悲嘆に
関する基本的な知識や対処の方法，被災地での分かち
合いの会の情報のほか，支援者や専門家向けに支援の
考え方や研修会情報を掲載した。また，海外の資料を
参考に作成した数種類のリーフレットがダウンロード
できるようにした。
また，平成 24年秋には，「あいまいな喪失 情報ウ
ェブサイト（http : //al.jdgs.jp/）」を開設した（図 3）。
「あいまいな喪失（ambiguous loss）」は，行方不明者
家族や，原発事故により家があるにもかかわらず故郷
に帰ることのできない家族など，喪失が不確実であい
まいな状態のことをさし，ミネソタ大学名誉教授の
Pauline Boss 博士がその理論と支援方法を提唱してい
る5）。われわれは Boss 博士とも震災後に連絡をとり
あい，震災翌年の平成 24年 3月には，行方不明者家
族の支援を学ぶために，Boss 博士のもとに渡米し
た5）。このウェブサイトでは，Boss 博士から直接教授
を受けたあいまいな喪失理論とその支援方法を紹介し
ている。2つのウェブサイトのユーザー数は，開設か
ら 1年半で 2万人を超えた。

4．現地支援団体との協力

もともと，東北には遺族・遺児サポートする団体が

表 2 JDGS プロジェクトの活動

平成 23年：1．海外の研究者との連携・翻訳
2．ウェブサイトの開設
3．助成金の獲得

平成 24年：1．被災地でのニーズの把握
2．被災地各地での研修会の開催
・海外からの講師の招聘・研修会
・JDGS 講師による研修

平成 25年：1．研修会の継続
2．支援プログラムの開発と洗練化
（遺児のプログラム，複雑性悲嘆のプロ
グラム，支援者支援のプログラム）

図 2 JDGS ウェブサイト（1）
～震災で大切な人を亡くされた方を支援するためのウェブサイト～
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あり，その中でも仙台グリーフケア研究会は，震災前
からプロジェクトのメンバーと親交があった。震災後
は保健師や心のケアセンター職員による個別訪問な
ど，行政による被災者支援のほかに，仙台グリーフケ
ア研究会など遺族・遺児支援を行う団体も，被災地で
地道な活動を続けている（図 4）。遺児に関しても，
それまで仙台グリーフケア研究会で行っていた子ども
のプログラムが，平成 25年には NPO 法人子どもグ
リーフサポートステーションとして独立し，定期的に
遺児とその家族が集う場が確保されている。JDGS プ
ロジェクトのメンバーは，被災地外部の支援者がほと
んどであったため，通常では被災者はもとより，現地
支援者のニーズを直接把握することが困難であること
が予想されたが，実際にはこれら地元の遺族支援団体
の協力のおかげで，多くの地元支援者とつながること

ができた。その結果，現地支援者の話から，被災者遺
族の現状をおおよそ把握することができた。

5．被災地での研修会・ワークショップの開催

助成金による資金が獲得できたことから，JDGS プ
ロジェクト主催で，いくつかの研修会やワークショッ
プを企画・開催した。平成 24年は 6月に仙台で複雑
性悲嘆の認知行動療法（コロンビア大学の Katherine

Shear 博士），12月には福島・仙台において，あいま
いな喪失理論とその支援について（Pauline Boss 博
士）のワークショップを開催した。いずれも定員を大
幅に超える応募があり，盛況であった。また，現地で
は悲嘆の支援のための知識を得る場が少ないという声
も聞かれたため，プロジェクトのメンバーが講師とな
り，平成 24年度（表 3）・平成 25年度には支援者向

図 3 JDGS ウェブサイト（2）
～あいまいな喪失 情報ウェブサイト～

図 4 被災 3県の遺族のわかちあいの会の拠点地
（平成 25年 8月調べ「遺族のわかちあいの会」として行っている活動のみを記載）
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けの「悲嘆講座」を開催した。講座の内容は，現地支
援者の要望をできるだけ拾いあげ，それに即する形で
実施した。
また，震災から年月が経過し，外部支援者が撤退後
は現地支援者による被災者支援に移行しているが，震
災後 1年が経過した頃から，被災地各地で支援者の疲
労が大きな問題になっていた4）。災害直後の被災者は
まず生活の再建に追われ，年月が経過してからのほう
が大切な人を亡くした悲しみを実感する5）。それを受
けとめる現地支援者の苦悩や無力感は強く，中長期支
援に移行した頃から，支援者の精神的サポートやセル
フケアに関する研修会の要請・要望が急増した。現地
支援者を支えることは，被災者支援を長期に継続して
いくために非常に重要であり，今後も現地のニーズに
応じる形で，さまざまな支援者向け研修会の開催を検
討している。

Ⅳ．被災地遺族支援の今後

阪神淡路大震災は「トラウマ元年」とも呼ばれ，そ
の年の震災を契機に日本でのトラウマ支援は，学術的
にも臨床的にも飛躍的に発展した。実際，阪神淡路大
震災から 18年経過した東日本大震災において，日本
のトラウマの専門家や，2002年に設立された日本ト
ラウマティックストレス学会の冷静で着実な対応，被
災地域との連携は目をみはるものがあった。
トラウマの領域に比べると，これまでの日本での悲
嘆の支援は格段に遅れをとってきた。しかし，阪神の
震災ではほとんどなかった「被災遺族には特に配慮が
必要である」というグリーフケアの視点が，今回の震
災では発災初期から被災地にもあった。そのような
中，われわれ悲嘆の専門家が，数少ない経験の中で，
現地のニーズにいかに応えていくかは，1つの挑戦で

あるようにも感じた。
幸いにも，震災直後から海外の研究者と交流し，数
多くの情報を得てから実際の支援に臨んだことは，わ
れわれのような被災地外部の人間が現地で支援活動を
行う上で非常に大きかった。震災支援としてわれわれ
がまず行ったことは，現地支援者や支援団体と十分に
協力体制をとり，Parkes 博士の報告書にある提言項目
を，できることから 1つずつ着手することだった。動
きながら考え，また動くという模索の連続であった
が，結果的にはそれが JDGS プロジェクトの活動の
方向性を決めていき，現在に至っている。
今後の課題としては，震災から 2年経過し，複雑性
悲嘆など，年月が経過しても回復が難しい人たちへの
支援をどのようにしていくかという問題がある。
Parkes 博士の報告書の中でも，「外傷的死別への注意
とそのための支援者のトレーニングの必要性」が研究
結果の重要事項の 1つとして述べられている。しか
し，今回の震災において，被災者の「心のケア」への
抵抗感は強く4），困難を抱えながらも相談窓口につな
がっていない遺族も多い可能性がある。
複雑性悲嘆の支援を考える際，まずは遺族の現状や
実態を把握することが大切であるが，遺族に対し心理
的な調査を行うことは困難な面がつきまとう。理由と
しては，どんなに注意深く配慮を行ったとしても，調
査自体に侵襲的な側面が伴うことや，災害時・平時に
かかわらず，遺族からは調査協力が得られにくいとい
う面がある。また，過去の先行研究を参考にするとし
ても，災害からの期間や規模，地域性など，回復に影
響する変数が非常に多く，研究結果はそれらの要因に
大きく影響されている可能性もあるため，慎重に見て
いく必要がある。
これまでの先行研究では，たとえばスマトラ沖地震
後の遺族のメンタルヘルスに影響を及ぼす要因とし
て，低い教育水準，子どもの喪失，女性であることな
どが言われている6, 7）。また，PTSD の重篤度が健康の
転機の一部を予測することがわかっているため，災害
後の被災者への支援には，メンタルヘルスに影響を及
ぼすリスクファクターや，PTSD などの精神疾患の併
存にも十分に注意を払う必要がある8, 9）。
現在，東北被災地では行政が主体となって定期的に
住民の健康調査などが行われている。今後，そのよう
な組織的調査が，特に外傷的死別を経験した人たちの
健康維持に寄与し，適切な支援への橋渡しになるよう
に，今後も複雑性悲嘆への注意を喚起していく必要が
ある。

表 3 平成 24年度「5回連続悲嘆講座」の内容

第 1回 「悲嘆（グリーフ）の基礎知識」
講師：高橋聡美（つくば国際大学） 参加者：87名

第 2回 「遺族のグループサポートの方法とそのコツ」
講師：黒川雅代子（龍谷大学短期大学部）

参加者：70名
第 3回「家族が行方不明になった時～家族療法から考える

子どもの支援」
講師：石井千賀子（ルーテル学院大学）

参加者：62名
第 4回 「遺族が医療機関を受診する時～心療内科医の経

験から～」
講師：村上典子（神戸赤十字病院） 参加者：67名

第 5回 「支援者の共感性疲労への対処～長期の支援に役
立つスキル～」

講師：瀬藤乃理子（甲南女子大学） 参加者：71名
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また，今後は複雑性悲嘆の支援や治療の受け皿作り
を考えていく必要がある。現在，複雑性悲嘆の治療に
関しては，日本はまだ開拓途上である。平時に支援で
きないことを，災害時に行うことは難しい。その意味
では被災地に限らず，日本全体の平時の遺族支援や複
雑性悲嘆の治療の底上げをはかっていくことが極めて
重要である。JDGS プロジェクトとしても，被災地で
の遺児のプログラム，複雑性悲嘆のプログラム，支援
者支援のプログラムを発展させていくとともに，平時
の遺族支援のレベルアップも視野に入れて，今後も活
動を続けていきたい。このことは，われわれ悲嘆研究
に携わる専門家の喫緊の責務であると感じている。
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